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質問１：資金繰り支援・追加融資

□ コロナの長期化で資金繰り維持が困難で出口が描きにくい企業への資金支援は必要か？
□ コロナの長期化で更なる追加融資に応じるのは、かえって事業者を困難な状況に追い込むのではないか？
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事業継続
が困難

部分継続可能か？

実質債務超過かどうか？

社内（社長）の意思とのマッチング

地域の生活インフラに直結するか？

～ ４つの視点の組合せで考える ～

・事業譲渡等の可能性あり → DIP資金投下

・プロパー全劣後で当面の資金はコロナ緊急で持たせるか？

・再生フェイズへの移行はできるならDIP資金

・「借りるか？」「辞めるか？」地域雇用との関連もある

・資金支援ストップ＝廃業にならない場合は？
・後継者（後継体制）の意思もある

※ 生活インフラ維持の追加支援（再生）と、廃業支援は既に着手しました。
※ 有り体に飾らず言えば、緊急コロナ融資の上限で、一つの思考分岐点がくると思います。
※ 【継続意思あり+緊急コロナはまだ借りられる+出口見えない】を、翻意されられるか？



質問2：資金繰り支援

□ 金融機関は腹を据えてニューマネーの追加融資を含む資金繰り支援を継続できるか？
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資金繰り
支援

コロナの影響とは？

では有効なトリアージは可能か？

どこを見据えるのか？

全てを無尽蔵に救えるのか？

～ ４つの視点の組合せで考える ～
・コロナが直接影響しているのか？

・金融機関の利益は誰のものなのか？

・「お客様の為に！」「地域の為に！」の恐ろしさ

・債務者区分という、簡単に脱却できないジレンマ

・実現不可能な“グランドデザイン”

・コロナでビジネスモデルの無理が顕在化したのか？

・地域に不可欠なインフラ事業か？

・事業の基本を誤ってないか？（今はダメでも）

□ 「支える」と決めても資金繰り支援の深さは、相当な深度になると思います。
□ 恐らくはカネだけの支援に留まらない、ヒトの派遣も十分に考えられる。



質問3：追加支援と非金融支援

□ 企業と雇用の存続の為には、更なる融資と、金融以外の支援策が必要ではないのか？
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追加
融資

代替の利かない事業

後継者の継続意思旺盛

事業モデルが常識的

非金融
支援

とりえあす現状維持

出口が不透明
思考の分岐線思考の分岐線

再編・廃業に関する支援

本業に関する支援

但しプッシュ型支援は不要

企業支援
の方向感

“面”の支援はありがた迷惑

なんだかんだ言って税金の話

元金ストップ+追加
などの深堀水面も…
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質問4：過剰債務への対処法

□ コロナ融資で膨らんだ過剰債務の治療法について

過剰債務

CFの
最大化

財務的
対応

後段の質問で

CFに合わせたDDS

償還条件付きDSE

・ 実質債務超過以上の債権劣後化や
資本化に柔軟な理解が示せるか？

・ 根強い“過剰支援”という考え方
・ B/SにではなくPLに合わせた支援
が必要
（しかも相当深堀は必要）

小規模向け債権カット

小規模向けの長期リスケ

別紙資料①4～12頁

・ 小規模先は後継者不足ながら代
替の利かない事業が多い

・ しかし債権カットではコストに見合
わない場合も多い

・ 後継者の意思があれば超長期の
期限の利益付与も視野

別紙資料①13～21頁
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質問5：融資後のモニタリング

□ 融資先への状況把握と支援の為のモニタリングが重要になると思うが、意見をお伺いしたい。

モニタ
リング

従来の
モニタ

コロナ
モニタ

□ 報告の為の報告をする為のモニタリング
□ 試算表もらって、適当に報告書書いて一丁あがり
□ 不況（構造不況・リーマンなど）経済のどこかは動いていたので自然治癒力もそこそ

こあった。
□ 事業者様側にも、短期的視野でも、逃げ道や活路があった。

□ 従来のモニタリングでは、単に事業者様のやる気を削ぐだけ
□ 償却前当期利益が±0程度なら、「おめでとう」という気概で事業者様と向き合う

覚悟は必要だと思います。
□ 「どうするんですか？」の連呼は本当に辛い
□ 特に小規模・零細企業は【別紙資料②】冬眠速算表などで、一緒に対話できるのか？

が重要になる。
□ 冬眠速算表は紙として持っていくのではなく、会社のPCで一緒に入力しないと

意味がない。（イメージは幾つか持って行って一緒に作成的なイメージ）
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質問6：経営改善支援について

□ 収支計画の実現可能性を判断するポイントについてご意見を伺いたい。

実現
可能性

理想

現実

□ 多変量解析などの駆使した需要予測（売上予測）などを用いているか？
□ 業界特性などを、ちゃんと把握して、妥当性を判断する。
□ 組織内でしっかり時間を取って判断する。
□ それらの判断基準が“組織知”として蓄積される。

できる
訳が
ない

作業単位基準から積み上がっているか？

基本の骨組みは間違っていないか？

小規模は家計と一体となっているか？

金額の塊ではなく、各業種の
“作業単位”
バッチ・㎥・作業時間など
※外部専門家選別にも役立つ

生活と辻褄が合うか？
別紙資料③小規模計画参照

構造収入型の事業では特に
重要（医療・介護）など
別紙資料③各種速算表参照

プロじゃないなら取
り合えずこの３つ
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質問7：経営改善支援について

□ トップライン（売上高）をどのように想定していくのか？
□ 計画策定をしてこなかった事業者様へのサポート

トップ
ライン

短期

中長期

借金と継続可能年数（後継）のバランス

全盛期の7割程度という大局観

アベノミクス前の経済需要の復習

悲観シナリオを作る勇気はあるか？

小規模事業者は創業計画に戻ること

財務収支赤字を受け入れられるか？

想
定

行
動<

お客様のこない厨房に
立っていられるか？
そこまでしてやっと達成
できる。というぐらいコ
ロナの影響は大きい

別紙資料③小規模計画参照

今から15～20年前の不況
状態に近い需要と、費用
に対応できるのか？が
結局はキーになる。

特に観光業

別紙資料④悲観シナリオ参照
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質問８：経営改善支援について

□ 抜本再生支援実施の見極めについて、留意している点があればご教授頂きたい。（その1）

抜本再生
の見極め

定量面

定性面

抜本効果が損益構造に影響を与えるか？

雇用や周辺への影響はどうか？

過去の失敗と決別できるか？

経済合理性の全体把握（2次ロス等）

抜本再生後の財務支援の強弱

金融機関への損益インパクト

別紙資料⑤経済合理性速算：参照

ここを丸投げしていては進めない

覚悟とか本気とかいう言葉だけで
は解決しない経営判断と理解しな
くてはいけない。

・再生計画特に3～5年間のハードルを
下げられるか？（低純資産容認）

・設備資金などの応援ができるか？

売上・仕入・製造・コストなどに
具体的インパクトがあるか？
（スポンサーありでもなしでも）

過去のヒト・モノ・カネとの決別

再生プランに大幅は雇用削減や地元取
引減退がある場合は慎重に・・
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質問８：経営改善支援について

□ 抜本再生支援実施の見極めについて、留意している点があればご教授頂きたい。（その2）

カット
と

劣後

債権
カット

DDS

経営主体の現状変更が不要

丸抱えの意思の強弱

財政規律の維持が必要

経営主体の現状変更が不可避

スポンサーメリット

財政規律維持が不要

根源がここにある場合が多い

スポンサーもしっかりとした取引
先であればカットが有効

スポンサーが取引先である場合、スポン
サーの将来に軸足を置けるか？
（回収目線<融資推進目線）

後継者・資格要件・棄損が浅いなど

要償還債務の存在が財政規律を維持す
る場合も多い（当座の怖さと同じ）

1行劣後のような自爆型スキームに発
展しやすい（病院・ホテル・建設）
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質問9：経営改善支援について

□ 企業・金融機関双方の情報開示の在り方

経営支援は平時からの企業と金融機関の取引関係が重要で企業側からの情報開示から成り立っていると言って
も過言ではないと思います。しかしながら昔に比べ、メインという意識が低下している中で取引先より情報開
示がままならず、金融機関の経営支援に対する限界を感じる事例が少なからず見受けられます。事業者側の立
場、金融機関側の立場双方を勘案し、情報開示の借り方に関する有り方についてご意見をお聞かせ下さい。

企業側 金融側

□ 金融機関に情報開示して良い事があるのか？

□ 業績低迷への不理解、赤字の監視が金融機関
融資商材の早期発掘が金融機関のモニタリン
グであることを既に企業は知っている。

□ 企業が求める経営相談と金融機関が求める経
営情報には大きな隔たりがある。

□ 属人的な人間関係がない限り、経営に関する
重要な情報・相談はしないだろう。

□ 企業支援に本当に必要な情報は何か？
（単に作業に必要な情報は迷惑千万）

□ 世間の商売のスピードに合わせることが
いつまでもできない。

（ヒトに付いてくる融資を不正の温床と
見なしていると銀行不要論は止まらない）

□ 一体感なき事業融資はAIに敵わない
（社長や経理部としか話せないなら、ゲーム

オーバー）

金融側が変わらないと、情報開示不要・地域金融不要の時代に呑まれるだけ
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質問10：経営改善支援について

□ リージョナルバンクと同じ目線でメガバンクも企業の再生に協力してくれるか？

原則してくれません。しかし、たまぁ～に同じ目線は無理ですが

上から
目線で

してくれます。

我々はメガがいる時は、時間が勿体ないので
原則、肩代わりして退場してもらっています。 以上
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質問11：経営改善支援について

□ 企業再生における資本性劣後ローンの効果的な活用方法（ニューマネー編）

技術
転換

補助金
支援

事業
承継

例：内燃エンジンの部品下請会社が、水素エンジン用部品製造の機械を買う

例：再生エネルギーなどコスト削減効果がでるまでに時間の掛かる動力転換

※ 最も理想的なポストコロナの劣後ローン活用法 別紙資料① 6ページ参照

例：後継体制が確立しており、アフターコロナへの時間稼ぎ必要・新規設備など必要
□ 当面は3年後のコロナ資金返済ぐらいしかできない。
□ 既往負債の劣後ローンによる借換
□ 1年毎のリスケ対応と長期運転資金地獄に中小企業を引き戻しては、承継も成長もおぼつかない

例：モノ補助などで採択した場合の自己負担分を劣後ローンで
□ 実際に買い替えるものは設備更新が殆ど
□ コロナ資金の返済も始まる中、5～10年設備資金が飛ばせるのは企業としては大きな魅力
□ 書き繰りは、短期的効果と謡うも、実際はそうではない申請が殆ど（5年程度の劣後ローン）
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質問11：経営改善支援について

□ 企業再生における資本性劣後ローンの効果的な活用方法（既往負債のDDS編）

短期
決戦

ポイント

金融
排除

□ 自行だけDDSをする。

□ 原則はカットと同じ考え方
□ 劣後（カット）の後、企業様に新規融資対応するか？返済原資＋αの糊代を十分

とらないのなら、全く効果がないといって良い。単なる返済計画だけの変更なら
やめた方がいい。

□ 少額でも“維持的設備投資”の継続は必要である。

□（少額黒字 + 減価償却費 − 維持的設備CF）×10～15年 ＝ DDSへ

※ 小規模建設業や運送会社などは効果が大きい

□ 現経営執行体制を中心に、短期的に少額でも黒字改善が期待できる打ち手がある。

□ サブ以下は10～15年で返済（合実計画ありの15年以内返済でランクアップおめでとう）

□ その替わり、余計な経営支援や助言は一切しないでほしい（て言うかするな！）

※ ホテルなどの設備業、地元の老舗・名士などでは効果が大きい
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質問12：経営改善支援について

□ 本業支援の外部機関との連携について、金融機関に求められることや取組事例について

求めら
ること

事例

本業
支援

相手の仕事を理解する

ネットワーク手段の開放

銀行内関心を高める

金融機関の商談会が上手くいかい理由はここにある

大概の金融機関は、情報を読んで判断して終わる

スマホ・LINE・写メ・Zoom当たり前の世界に

※ 小売りバイヤーの仕事を知っているか？、美味しいトマトジュースの現実

※ 他店の情報にどれだけ関心があるのか？

※ お客様とも、金融村内も、真面目に企業支援していれば必須にならないとおかしい

地方卸売市場の新規事業

多角化による本業支援

宅配牛乳業者に売店事業

冷凍冷蔵庫新築融資、ふるさと納税の共同配送と
緊急時食料保存庫に

コンビニのフォーマットにハマらない病院売店の
経営を小規模宅配業者に（集荷機能を活用）

地域再編・多角化を支援し、シナジー効果で
本業売上も増加（次ページにて）
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第1階層：地域優良企業（体）への業界再編

16

第2階層：若い企業のチャレンジ資源としての再編

第3階層：廃業支援

リレバン
地域を救う
弱者救済

地銀再編
生産性向上
企業淘汰

コロナ禍 コロナ禍
地域経済

の再編

“敗戦”を“終戦”で折り合ったように、両者ともに“再編”で折り合うしかないのが現実

地域同業種・類似業種の再編（タクシー・インフラ・建設など）

ヒトだけでも地域経済で活躍してもらう（既に着手済み）

老舗企業の一部と名前を、若い会社に引き取ってもらう

質問13：事業再編・再生について
□ 地域の産業を守るという観点から企業の整理・統合の必要性についてお聞かせ下さい。

地域単位での再生・再編の事例があればご教授願います・



質問13：事業再編・再生について
□ 地域の産業を守るという観点から企業の整理・統合の必要性についてお聞かせ下さい。

地域単位での再生・再編の事例があればご教授願います・

（事案1）人材確保などに苦労していた小規模建設業のM＆A
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承継希望
会社

滝川北
支店

□ 後継者候補は不在、会社は小規模建設業
□ 経営者夫婦は50代前半も、技術者や作業員の人数

確保などで経営持続に不安を抱えていた。
□ 土木・ダンプ・産廃を3部門を運営
□ 関連会社で農業生産法人を運営
□ メインは某地銀、当金庫は融資取引なし

□ 融資開拓を含め実直に訪問を繰り返す

□ 人柄を信頼して事業承継相談

本店

企業
支援室

譲受
会社

□ 支店長より支援依頼を受ける

□ 本店大口取引先、グループ関連10数社
□ グループ建設部門は技術者・作業員不足が課題
□ ダンプ・産廃関連の子会社もあり承継希望親和性あり

□ 売却先詮索の相談
□ 交渉全体の調整役と運営管理
□ 企業価値算定や契約書雛形作成
□ 譲受会社に買収後運営方法の助言

□ 株式売却額定期お預入のお約束

□ M＆A資金の融資

□ 10月末にM＆A成立
□ 承継希望会社の社長夫婦は、譲受企業の傘下で

就業が決まる
□ 従業員も、より大きな企業体が経営母体となり

心理的安全性を得ることができた。

□ 進捗の随時報告
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承継希望
A社

（冷房設備）

本店

企業
支援室

地域
インフラ会社

承継希望
B社

（冷暖設備）

承継希望
C社

（住宅設備）

□ 地元で旧知の間柄
□ 当時重大な健康問題を抱えていた。

□ 本店長より支援依頼を受ける

□ 様々な経営相談を受けていた
□ エネルギー自由化で次世代型モデル模索
□ 水平多角化を事業戦略においていた

M＆A

M＆A

M＆A

□ 心臓疾患で手術必要
□ 後継者不在
□ 高齢の実母からの借金
□ 健康から将来への不安

口コミ

口コミ

□ 当時重篤な病気
□ ご子息2名は経営者としては
役不足と社長は悩んでいた

□ A社承継成功を受けて支援室
に直接相談

□ 企業価値算定
□ 交渉全体の調整役と運営管理
□ 税務・法務専門家の見解調整
□ 譲受会社に買収後運営方法の助言

□ 後継者不在で出口模索
□ 技術・営業は管内最高レベル
□ B社とは商売敵
□ 気難しいB社社長が上手いっ
たのならば・・と本店に相談

□ M＆A資金
□ 売却代金

退職金
お預入

（事案2） 地域インフラ会社（都市ガス）への、住宅設備関連の事業承継

質問13：事業再編・再生について
□ 地域の産業を守るという観点から企業の整理・統合の必要性についてお聞かせ下さい。

地域単位での再生・再編の事例があればご教授願います・



（事案3） 企業再生・事業承継・業界再編の混合戦
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再生会社
①

タクシー

地域最大
の企業体
（21社）

財務
スポンサー

A社

再生会社
②

自動車整備

再生会社
③

プロパンガス
燃料販売

再生会社
グループ

乗り込んで
損益改善

3年間で
損益改善

親から子へ
事業承継

①②③を
企業統合
④社とした

・債権カット
・黒字化
・事業価値向上
・SP借入のDES化

DIP資金
支援

子会社
A

タクシー

子会社
B

自動車整備

子会社
C

プロパンガス
燃料販売

企業
支援室

再生の
世界

をハンドル

再編の
世界

をハンドル

元々経営
相談多々あり

業界再編を
打診

M＆A交渉の調整役

①②③を
企業統合
④社とした

④社社長が
ABCを統治
合併へ

・経営相談
・本業支援
・暫定リスケ
・経営者GL
・債権カット
・DES
・事業承継
・M＆A調整

全て入った
混合戦

質問13：事業再編・再生について
□ 地域の産業を守るという観点から企業の整理・統合の必要性についてお聞かせ下さい。

地域単位での再生・再編の事例があればご教授願います・
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質問14：経営者保証について

□ 現在コロナ禍で先行き不透明中、経営者保証を求めない事例はあるのか？またあった際の
判断基準等のご意見をお伺いしたい。

□ 優良取引先に関しては、コロナ前から無保証人対応を、かなり進めていた。
（・正常先 ・取引年数 ・フロー資金など 一般的な基準）

□ アフターコロナに関しては、特に後継体制がしっかりしている企業などは、後継者からの保証は求めない
ケースを積極的に考えていく必要はあると思う。

・脆弱な経営基盤を引き継ぐケースが殆ど
・高齢化や少子化で、地元に必要なインフラ事業は“継続すること”が重要になる
・事実上無意味な経営者保証にどれだけの意味があるのか？



2021年2月19日 沖縄シンポジウム 21

質問15：新たな支援機関・制度について

□ 中規模以上規模の企業に対する調停機関等の必要性
□ 金融機関がよりスムーズに再生スキームに対応しやすい環境整備（特措法）などの必要性

金融庁 中企庁＋ ＝
中小企業版
産業再生機構

債権買取機能

経営支配機能

DIP融資機能

こういうものができないと
アフターコロナは解決できにない。

役所の縄張り争いはいい加減辞
めたほうがいい。

レビック 支援協議会

□ 金融団独自の調停機能が必要なのは、中堅以上
ではなく、むしろ小規模・零細の債権放棄などを
伴う事案の方

※ 別紙資料① 22頁参照

国税の
理解

老朽
不動産

買取機構
＋

※絶対に必要な要素

行政に危機感と現実
を理解する姿勢がな
いと解決しない
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質問16：コロナ禍と収束後の方向性について

□ 経済と感染のバランスなど様々な意見があるが、見解をお聞かせ願いたい。
□ コロナ後のV字回復の展望と、わが国の中長期的経済情勢についてお聞かせ願いたい。

コロナ
禍の
方向性

コロナ
後

□ 企業支援という観点から言えば、正直どちらでも良い。
□ 事業ポジションを大きく間違えていない企業は、しのぐことが出来ると考えている。
□ アベノミクスで儲けた資金で、レクサス買ったか？内部留保していたか？の違い
□ 事業ポジションを根本から間違えている企業は、コロナであってもなくても助からない

□ コロナ前に戻ることができないのではなく、アベノミクスに戻ることはできない。
□ アベノミクスは簡単に言えば、借金してサウナにいってビールでも飲みながら、何か
いいアイディア考えよう。という経済政策（でも良い案が出なかった）

□ GO TOは一時期のコロナ資金の返済原資になるかもしれないが、それ以上にはならない。
□ アメリカの利上げが先か？日本がギブアップするか？が長期的な経済観測の肝になる
□ 対米通貨量と金利だけで、為替がコントロールできないのは証明された。
□ 国自体が、明言はしていなが、円の価値の長期的維持は困難と見ていると思う。
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質問17：人材育成について

□ 若手の人材育成への取組に対する好事例があればアドバイスとご意見を伺いたい。

アドバ
イス

好事例

□ 先輩や金融機関だけの経験則を押し付けない。（経験に依拠する判断は狭すぎる）
□ 正解を作るような仕事をさせない（正解は金融機関だけにしか通用しない）
□ どうして必要なのか？を正確に、ロジカルに説明をする。
□ 「打たれる事には寛容に」「ファーボールには厳しく」

□ 会社に行って資金繰り表を、会社に替わって作成させて、一緒にお金を融資をお願いに来させる。

□ 粉飾決算書を作ってもらう。

実は金融機関の多くの人は資金繰りを組むことができない。

財務3表を理解する一番の近道、破綻懸念先を、せめて要注意に粉飾する。

□ 小規模・零細会社の営業会議・財務会議を全て主催させる。

・ 損益と資金繰りの、結果と見込みの見極め力が飛躍的に向上する
・ 運転資金・赤字補填資金・臨時資金などの見極め力が向上する
・ 企業目利き力（本当の事業性評価力）が向上する
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質問18：建設業の今後の見通し

□ 需要減少による建設市場縮小による競争激化なども予想される中、どのような支援・アドバ
イスが必要になるのか？

全体感

個別

本業
支援

□ スライド17・18のような再編を進める

低コスト工法や環境技術への投資

外国人研修生の扱い方

中小零細は工種別出来管理の徹底

管更生工法や再生エネルギーなどの
施工実績

費目別じゃなく工種別
不景気を乗り切る唯一の武器

家族主義
母国口コミによる好循環構築


